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第２章 岸和田市の現況 

 

(１) 地形と気候 

市域の面積は72.72km2、東西約 10.4km、南北約 17.0kmの細長い地形で、おおむね臨

海部・平地部・丘陵部・山地部に区分されています。丘陵部から山地部にかけては豊かな自然が

残り、本市の特色の一つになっています。 

地形は東側より和泉葛城山（標高 866.9ｍ）から神於山付近までが山地部、そこから久米田

池付近までが標高 50ｍから 100ｍ程度の丘陵部、丘陵部から大阪湾までが平地部及び臨海

部となっており、山地部、丘陵部、平地部と臨海部にほぼ３等分されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「将来ビジョン・岸和田」（2022（令和４）年 12月策定、岸和田市） 

図 ２-1  本市の地形の特徴 
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気候は温暖寡雨な瀬戸内式気候に属しています。晴天日数は概して多く、降雨・降雪は比較

的少ないのが特徴です。 

年平均気温は 16℃前後で、山地部はこれより１～２℃低くなる傾向があります。過去 30 年

間の平均を見ると、８月で、日平均気温が 27.6℃、日最高気温が 32.0℃、日最低気温が

23.8℃と、最も高くなっています。 

また、年間降水量は 900～1,600mm 程度で、過去 30年間の平均を見ると 1,322.5㎜

であり、冬期は概して降水量は少ない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁データから作成 

図 ２-2  熊取地域気象観測所における降水量及び気温の平年値（1991年～2020年） 

 

表 ２-1  府内観測所における降水量及び気温の平年値（1991年～2020年※） 

観測所 熊取 能勢 枚方 豊中 大阪 生駒山 堺 八尾 関空島 
河内 

長野 
茨木 

年平均気温（℃） 16.0 13.8 16.2 16.4 17.1 12.1 16.5 16.9 17.0 － － 

年間降水量（㎜） 1,333 1,483 1,390 1,326 1,338 1,528 1,233 1,264 1,220 1,440 1,608 

資料：気象庁データから作成 

※八尾及び関空島地域気象観測所は2003年から2020年、茨木地域気象観測所は2010年から2020年

の平年値。 

  

（℃） （㎜） 
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夏日（日最高気温25℃以上）日数や真夏日（日最高気温30℃以上）日数は、年々増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．熊取観測所は、1977（昭和 52）年３月４日から観測が開始されため、

1978年以降のデータを示しています。 

資料：気象庁ホームページ 

図 ２-3  夏日（日最高気温 25℃以上）日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．熊取観測所は、1977（昭和 52）年３月４日から観測が開始されているため、

1978年以降のデータを示しています。 

資料：気象庁ホームページ 

図 ２-4  真夏日（日最高気温 30℃以上）日数 
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(２) 人口・世帯 

① 人口及び世帯数 

人口は 2002（平成 14）年の 201,500人をピークに減少が続いています。一方、世帯数は

年々増加が続き、一世帯あたりの人員は減少が続いています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料：「人口及び世帯数の推移」（岸和田市オープンデータカタログサイト） 

図 ２-5  人口及び世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

資料：各年国勢調査 

図 ２-6  世帯人員比率と一世帯あたり人員の推移 

  

 

  

   

   

 

 
 
 
 
 
 

資料：各年国勢調査 

図 ２-7 世帯の家族類型の推移  
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② 年齢３区分別人口の推移 

本市の年齢３区分別人口の推移をみると、年少人口（０～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）

ともに減少が続いています。一方、老年人口（65歳以上）は増加が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

資料：各年国勢調査 

図 ２-8  年齢階層別人口の推移 

③ 将来推計人口 

本市の将来推計人口は、「日本の地域別将来推計人口（2018 年推計）」（国立社会保障・人口

問題研究所）によると、2045年には 15万人を下回る見通しとなっています。 

年齢区分別人口は、年少人口（０～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）の割合が減少する

一方で、老年人口割合は増加傾向にあり、2045年には 37.2％になると推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

資料：「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」 

（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

図 ２-9  将来推計人口の推移  
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資料：「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」 

（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

図 ２-10  年齢区分別人口の割合の推移 

 

 

また、「岸和田市人口ビジョン 令和２年改定版」（令和２年、岸和田市）によると、本市の推計

人口は 2030（令和 12）年に 173,302人、2050（令和 32）年に 139,492人になると推

計されています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岸和田市人口ビジョン 令和２年改定版」（令和２年、岸和田市） 

図 ２-11  本市の将来人口推計 
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(３) 土地利用 

本市の土地利用面積の推移をみると、田、畑の面積は横ばい状態、宅地はわずかに増加して

います。 

一方、土地利用の割合をみると、ほとんど変化は見られません。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．登記簿面積であり、水路･里道･河川は含まない。 

なお、「その他」には、官有地･ため池･公道･学校敷･境内地などを含む。 

資料：「令和３年度岸和田市環境白書」（令和５年、岸和田市） 

図 ２-12  土地利用面積の推移 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「令和３年度岸和田市環境白書」（令和５年、岸和田市） 

図 ２-13  土地利用の割合の変化 
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(４) 交通網 

本市の主要交通網は、阪神高速４号湾岸線、阪和自動車道、国道 26号、国道 170号などの

主要幹線道路で構成されています。 

鉄道網は、JR 阪和線及び南海本線の２路線が市内の平地部を概ね南北方向に走っています。

2020（令和２）年の駅別の乗車状況を見ると、南海岸和田駅が10.1千人/日と最も多く、次い

で JR 東岸和田駅 9.3 千人/日となっています。2020（令和２）年は新型コロナウイルス感染

症の感染拡大に起因して、乗車人員が減少しています。 

路線バスは、南海岸和田駅を中心に山地部まで運行されているほか、南海岸和田駅を起終点

として、市内の主な公共施設を結ぶ地域巡回ローズバスも運行されています。 

 

 
資料：「岸和田市交通まちづくりアクションプラン」（令和５年、岸和田市） 

図 ２-14  岸和田市内の交通網 
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資料：「大阪府統計年鑑」（平成 24年度版～令和３年度版、大阪府） 

図 ２-15  本市の各駅の利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岸和田市交通まちづくりアクションプラン」（令和５年、岸和田市） 

図 ２-16  岸和田市のバスネットワーク 
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(５) 自動車登録台数 

本市の自動車登録台数は 2001（平成９）年度（最大 67,261 台）以降減少傾向が続いてい

ましたが、近年は横ばい傾向で 2021（令和３）年度末現在は 59,100台となっています。 

本市のエコカー（走行時の排出ガスが少ないまたは全く出ない環境にやさしい自動車）の登

録台数は、2021（令和３）年３月末現在で全体の 21.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「自動車登録台数」（岸和田市オープンデータカタログサイト） 

図 ２-17  自動車登録台数の推移 

 

 

表 ２-2  エコカー登録台数 

単位：台 

区分 
2017 

年度 

2018 

年度 

2019 

年度 

2020 

年度 

燃料電池自動車（FCV） 1 1 1 1 

電気自動車（EV） 67 80 94 111 

プラグインハイブリッド自動車（PHV） 102 121 140 151 

ハイブリッド自動車（HV） 9,570 10,838 11,849 12,638 

天然ガス自動車（CNG） 11 15 10 5 

エコカー登録台数合計 9,751 11,055 12,094 12,906 

（自動車全体に占める割合） 16.5％ 18.7％ 20.5％ 21.8％ 

全登録自動車数 59,219 58,976 58,859 59,148 

資料：「市町村別の燃料電池自動車（ＦＣＶ）、電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）、ハイブリ

ッド自動車（ＨＶ）、天然ガス自動車（ＣＮＧ）の登録台数」（大阪府ホームページ） 
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本市の事業所数は全体的に減少傾向が続いていますが、「医療、福祉」に分類される事業所は

増加傾向がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

資料：「事業所・企業統計調査」（総務省統計局ホームページ） 

「経済センサス」（総務省統計局ホームページ） 

 

図 ２-18  産業分類別事業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

資料：「事業所・企業統計調査」（総務省統計局ホームページ） 

「経済センサス」（総務省統計局ホームページ） 

 

図 ２-19  従業者規模別従業者数の推移 

  

（事業所） （事業所） 

（人） 
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本市は、農業・漁業の生産高（産出額、漁獲量）が府内で高いシェアを占めています。 

2020（令和２）年の農業産出額（耕種）は、大阪府内で第１位となっています。 

本市には、春木漁業協同組合、大阪府鰮
いわし

巾着網漁業協同組合、岸和田市漁業協同組合の３つ

の漁業組合があります。船曳網でイカナゴ・シラス等を捕っており、底びき網でカレイやエビ類・

カニ類等を捕っています。 

2018（平成 30）年の漁獲量、漁業就業者数、漁船隻数（動力船隻）は、大阪府内で１位となっ

ています。 

 

表 ２-3  大阪府の農業産出額（耕種）（2020年） 

大阪府内の順位 市（町） 農業産出額（億円） 

1位 岸和田市 22.5 

2位 堺市 21.8 

3位 貝塚市 21.1 

4位 泉佐野市 20.9 

5位 羽曳野市 20.8 

資料：「令和２年 市町村別農業産出額（推計）」（令和４年、農林水産省） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岸和田市市制施行100周年記念誌」 

図 ２-20 岸和田市の農業 
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表 ２-4  大阪府の漁獲量（2018年） 

大阪府内の順位 市（町） 漁獲量（t） 

1位 岸和田市 5,684 

2位 泉佐野市 875 

3位 岬町 603 

4位 阪南市 375 

5位 泉南市 265 

資料：「海面漁業生産統計調査」（農林水産省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岸和田市市制施行100周年記念誌」 

図 ２-21 岸和田市の漁業 
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(１) 温室効果ガス排出量 

本市では、環境省が地方公共団体実行計画策定・実施支援サイトで毎年度公表している「自治

体排出量カルテ」に掲載された値をもとに、区域施策編が対象とする部門の温室効果ガスの現

況推計を行いました。 

現況推計結果は、以下のとおりです。2020（令和２）年度の温室効果ガス排出量は、80 万 t 

-CO2であり、2013（平成 25）年度と比べて 26％減少しています。 

 

表 ２-5  部門別排出量及び一人あたり排出量の推移 

単位：t-CO2 

区分 
2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

2019 

年度 

2020 

年度 

産業部門 204,485 208,460 216,545 210,577 183,148 161,788 154,350 151,549 

業務その他部門 287,281 265,841 243,685 222,228 199,587 174,121 165,888 158,692 

家庭部門 280,712 272,438 255,272 256,493 240,270 193,888 172,654 213,927 

運輸部門 286,700 277,604 277,941 275,640 271,994 268,288 261,815 241,466 

廃棄物部門 23,005 25,645 25,359 30,940 30,035 37,226 43,086 38,593 

合計 1,082,182 1,049,988 1,018,802 995,878 925,035 835,311 797,793 804,229 

削減率 

（2013年度比） 
-  3.0％ 5.9％ 8.0％ 14.5％ 22.8％ 26.3％ 25.7％ 

一人あたり排出量 5.4 5.2 5.1 5.0 4.7 4.3 4.1 4.2 

注．四捨五入の関係で、合計値・割合は整合しない場合があります。 

資料：「自治体排出量カルテ」（令和５年、環境省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「自治体排出量カルテ」（令和５年、環境省） 

図 ２-22  部門別排出量の推移 

 

  

業務その他部門 

家庭部門 

運輸部門 

産業部門 

廃棄物部門 
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(２) エネルギー消費量 

2020（令和２）年度のエネルギー消費量は 14,732TJ であり、2013（平成 25）年度と比

べて 14％減少しています。 

 

表 ２-6  部門別エネルギー消費量の推移 

単位：TJ 

区分 
2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

2019 

年度 

2020 

年度 

産業部門 3,576 3,496 3,708 3,659 3,442 3,362 3,221 3,024 

業務その他部門 4,637 4,167 3,962 3,714 3,757 3,746 3,680 3,316 

家庭部門 4,754 4,449 4,288 4,366 4,559 4,266 3,780 4,518 

運輸部門 4,199 4,068 4,077 4,055 4,010 3,965 3,872 3,874 

合計 17,166 16,180 16,036 15,794 15,768 15,339 14,554 14,732 

削減率 

（2013年度比） 
- 5.7％ 7.0％ 8.6％ 8.9％ 11.6％ 17.0％ 16.7％ 

注１．TJはテラ・ジュールの略号で、テラは 10の 12乗、ジュールは熱量単位です。 

注２．四捨五入の関係で、合計値は整合しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-23  部門別エネルギー消費量の推移 

 

(３) 温室効果ガス吸収量 

森林による温室効果ガス吸収量は、2020（令和２）年度は 10,183t-CO2となっています。

この吸収量は温室効果ガス排出量の 1.3％にあたります。 

 

表 ２-7 温室効果ガス吸収量 

単位：t-CO2 

区分 
2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

2019 

年度 

2020 

年度 

森林吸収量 10,157 10,173 10,175 10,173 10,183 10,183 10,183 10,183 

温室効果ガス排出量 1,082,182 1,049,988 1,018,802 995,878 925,035 835,311 797,793 804,229 

森林吸収量割合 0.9％ 1.0％ 1.0％ 1.0％ 1.1％ 1.2％ 1.3％ 1.3％ 

 

産業部門 

業務その他部門 

家庭部門 

運輸部門 
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(１) 気温 

① これまでの気候変化 

大阪の年平均気温は、100年あたり2℃の割合で上昇し、長期的にみると上昇しています。 

岸和田市の最寄りの気象観測所である熊取観測所では、1977（昭和 52）年３月４日から観

測が開始されています。 

熊取観測所における年平均気温は、1978（昭和53）年から2020（令和２）年の42年間に

1.4℃上昇しています。 

 

 

資料：気候変動適応情報プラットフォーム 

        図 ２-24  大阪の年平均気温 

 

 

 

資料：気象庁ホームページ 

    図 ２-25  熊取気象観測所の年平均気温 

  

② 将来の気候変化予測 

気象庁の予測によると、大阪府の年平均気温は、20 世紀末（1980～1999 年）と比べ、

RCP8.5（最も気温上昇が高いシナリオ）に基づくと将来（21 世紀末：2076～2095 年）

4.2℃、季節によっては 3.6～4.5℃上昇するとされています。  

12.0

13.0

14.0

15.0
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17.0
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19.0
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気
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(１) 市民意識調査（アンケート） 

地球温暖化対策に関する市民の意識を調査するため、2023（令和５）年９月に、15 歳以上

の市内在住者のうち、無作為に抽出された約 1,000 人の方を対象に郵送、インターネットによ

り意識調査（アンケート）を行い、304人から回答を得ました。 

調査結果の概要は、以下のとおりです。詳細な結果は、参考資料に示します。 

なお、「n」は回答者の数を示します。また、複数回答可とした場合は、別途、回答数を記載して

います。 

 

① 地球温暖化への関心、意識 

 

「そう思う」（70.7％）、「少しそう思う」（21.4％）をあわせると全体の 92.1％の人が地球温

暖化の進行は差し迫った問題と思っています。居住地域別に「そう思う」と答えた方の割合をみ

ると、都市中核地域では、他の地域より少し低いものの、居住地域に関係なく地球温暖化への

関心、意識が高いことがわかりました。 

 
 

 

「岸和田市ゼロカーボンシティ宣言」を表明していることを「全く知らない」が 68.8％でした。

なかでも 15～19歳の 90.0％が「全く知らない」と回答しました。 

 
※ 実質排出量ゼロ：エネルギーの使用等に伴って大気中に排出される二酸化炭素の量と大気中から吸収・固定され

て取り除かれる二酸化炭素の量が等しくなり、全体としてゼロとなっている状態のこと。  

70.7%

21.4%

2.6%

1.6%

3.0%

0.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

そう思う

少しそう思う

あまり思わない

そう思わない

わからない

無回答

3.0%

5.9%

21.4%

68.8%

1.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

よく知っている

少し知っている

聞いたことはあるがあまり知らない

全く知らない

無回答

あなたは、地球温暖化の進行は差し迫った問題と思いますか？ 

岸和田市は、脱炭素社会に向けて 2050年二酸化炭素実質排出量ゼロ※を目指す「岸和田市

ゼロカーボンシティ宣言」を表明しています。あなたはこのことを知っていますか？ 

（n=304） 

（n=304） 
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環境問題に関する知識や情報の入手先は、「テレビやラジオの番組」（37.0％）が最も多く、

次いで「インターネット」（25.9％）でした。 

15～49 歳までは、「テレビやラジオの番組」と「インターネット」の回答数は同程度でしたが、

50歳以上では「テレビやラジオの番組」が「インターネット」の回答数を上回っていました。 

  

  

② 省エネ等の取組状況 

 

省エネルギーの取組は、「実践している」（25.0％）、「ときどき実践している」（46.4％）をあ

わせると、全体の 71.4％でした。居住地域別にみると、葛城の谷地域が最も高く、「実践してい

る」、「ときどき実践している」を合わせると、葛城の谷地域全体の 78.4％でした。 

 

 

 

  

37.0%

12.0%

14.2%

25.9%

4.3%

4.0%

0.8%

0.0%

1.2%

0.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

テレビやラジオの番組

テレビやラジオのCM

新聞・雑誌・書籍

インターネット

家族や友人・知人

市の広報紙や        

研究会や講演会

市が行うイベント

その他

無回答

25.0%

46.4%

13.5%

7.6%

6.6%

1.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

実践している

ときどき実践している

あまり実践していない

実践していない

わからない

無回答

あなたは環境問題に関する知識や情報を何から入手していますか？（複数回答） 

 

あなたは日常生活で何か省エネルギーの取組を実践していますか？ 

（n=304） 

（n=304） 

（回答数=648） 
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省エネルギーの取組の具体的な内容は、「不要な照明の消灯等」（27.0％）が最も多く、次い

で「ごみの分別、減量やリサイクル」（24.9％）、「LED 照明等の省エネ型の製品の購入」

（21.6％）でした。日常生活の身近なところから省エネルギーに取組んでいることが伺えます。 

  

  

 

 

省エネルギーの取組を実践するうえで、障害となることは、「どう取り組めばよいかわからないか

ら」（28.3％）が最も多く、次いで「生活の快適性が失われるから」（14.2％）、「お金がかかるから」

（14.2％）でした。どう取り組めばよいかわからない市民が一定数いることから、情報提供や啓発を

積極的に推進する必要があります。 

  

  

27.0%

21.6%

24.9%

8.0%

4.9%

1.2%

3.4%

0.3%

0.3%

0.0%

7.6%

0.7%

0.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

不要な照明の消灯等

LED照明等の省エネ型の製品の購入

ごみの分別、減量やリサイクル

エコドライブや自転車の利用

二重サッシや複層ガラス窓

緑のカーテン作りや屋上緑化

太陽光発電機や蓄電池の設置

太陽熱温水器の導入

                       導入

環境家計簿

宅配の再配達防止の取組

その他

無回答

10.0%

28.3%

14.2%

13.3%

14.2%

5.8%

3.3%

1.7%

0.8%

8.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

取組が続かないから

どう取り組めばよいかわからないから

生活の快適性が失われるから

手間がかかるから

お金がかかるから

時間がないから

効果がないと思うから

必要と思わないから

その他

無回答

省エネルギーの取組の具体的な内容は何ですか？（複数回答） 

「あまり実践していない」、「実践していない」とお答えの方にお聞きします。省エネルギーの取

組を実践するうえで、障害となることは何ですか？（複数回答） 

（回答数=826） 

（n=255） 

（回答数=120） 

（n=69） 
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10 年以上買い替えていない家電製品は、「冷蔵庫」（19.0％）が最も多く、次いで「テレビ」

（17.8％）、「照明器具」（16.0％）でした。家電の省エネ化に関して、情報提供や啓発を積極的

に推進する必要があります。 

 

 

 

③ 自動車の使用状況 

 

所有している自動車の台数は、「１台」（41.8％）が最も多く、次いで「２台」（35.5％）でした。居住

地域別にみると「０台」と回答した割合は、都市中核地域で 20.3％、牛滝の谷地域で 2.2％でした。 

 

 

  

14.0%

19.0%

16.0%

17.8%

15.1%

10.7%

5.3%

2.1%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0% 20.0%

当てはまるものはない

冷蔵庫

照明器具

テレビ

エアコン

温水洗浄便座

電気給湯器（      を含む）

無回答

8.9%

41.8%

35.5%

8.2%

2.3%

0.7%

2.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

0台

1台

2台

3台

4台

5台以上

無回答

あなたのご自宅にある 10年以上買い替えていない家電製品等は何ですか？（複数回答） 

あなたのご自宅で所有している自動車の台数は何台ですか？ 

（回答数=563） 
（n=304） 

（n=304） 
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所有している自動車の車種は、「ガソリン自動車」（70.8％）が最も多く、次いで「ハイブリッド

自動車」（19.7％）でした。脱炭素化につながる電気自動車等の普及のための施策や啓発を積

極的に推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

自動車を購入するとしたら、クリーンエネルギー自動車を「選択する」と回答した人は 48.7％でし

た。居住地域別にみると、岸和田中部地域でクリーンエネルギー自動車を「選択する」と回答した人

の割合が高く、岸和田北部地域でクリーンエネルギー自動車を「選択しない」と回答した人の割合が

高い傾向が見られました。 

 

※ クリーンエネルギー自動車：電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車。 

  

70.8%

0.7%

1.3%

19.7%

1.0%

1.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

ガソリン自動車

ディーゼル自動車

クリーンディーゼル自動車

ハイブリッド自動車

プラグインハイブリッド自動車

電気自動車

燃料電池車

LPG、天然ガス車

無回答

48.7%

44.7%

6.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

選択する

選択しない

無回答

ご自宅で所有している自動車の車種は何ですか？（複数回答） 

あなたが自動車を購入するとしたら、クリーンエネルギー自動車※を選択しますか？ 

（n=304） 

（n=304） 

（回答数=305） 
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クリーンエネルギー自動車を選択しない理由は、「車両価格」（37.1％）が最も多く、次いで

「急速充電施設等の環境整備」（26.8％）でした。クリーンエネルギー自動車を選択してもらう

ためには、車両価格や急速充電施設等の環境整備に関する施策が必要なことがうかがえます。 

 

 

 

※ 前問で「選択する」と回答した人の一部が本問で回答していますが、有用な意見として集計に含めました。 

 

  

37.1%

26.8%

8.4%

16.7%

6.4%

3.7%

1.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

車両価格

急速充電施設等の環境整備

車両性能

車種の少なさ

デザイン

その他

無回答

「選択しない」とお答えの方にお聞きします。クリーンエネルギー自動車を選択しない理由は何

でしょうか？（複数回答） 

（回答数=299） 

（n=148※） 
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④ 温暖化防止に向けた行政への要望 

 

地球温暖化防止の取組として行政に特に期待することは、「ごみの分別・減量・リサイクルの推

進」（10.1％）が最も多く、次いで「二酸化炭素を吸収する森林の育成・保全や都市緑化の推進」

（9.8％）、「公共交通機関の利用促進」（8.7％）でした。 

再生可能エネルギーの創出・利用では、「太陽光発電による再生可能エネルギーの導入促進」

（6.0％）が最も多く、次いで「電気自動車の充電スタンドの整備促進」（4.2％）でした。 

吸収・固定の取組では、「二酸化炭素を吸収する森林の育成・保全や都市緑化の推進」（9.8％）

が最も多く、次いで「森林や里山の維持・管理への市民参加機会の創出」（2.7％）でした。 

各分野共通では、「市民への情報提供の充実」（6.6％）が最も多く、次いで「環境教育・環境学

習の充実」（4.7％）、「市民、事業者、行政が連携して取り組む仕組み」（4.5％）でした。 

今後、関係機関と協力・連携して積極的に取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

あなたが地球温暖化防止の取組として行政に特に期待することは何ですか？（複数回答） 

10.1%

8.7%

4.6%

6.7%

4.0%

6.0%

1.8%

2.0%

1.4%

2.6%

3.5%

4.2%

9.8%

2.1%

2.2%

2.7%

1.7%

6.6%

4.7%

4.5%

1.4%

1.2%

2.3%

3.6%

1.7%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0%

ごみの分別・減量・リサイクルの推進

公共交通機関の利用促進

自転車や徒歩の利用促進

省エネ性能が高い家電や機器の導入促進

省エネ性能が高い住宅や建物の整備促進

太陽光発電による再生可能エネルギーの導入促進

バイオマス発電等の再生可能エネルギーの導入促進

地中熱や小水力等の未利用エネルギーの導入促進

再生可能エネルギーのポテンシャルが高い他自治体との連携

再生可能エネルギーによる電力の地産地消の推進（地域新電力）

電気自動車等の次世代自動車の普及促進

電気自動車の充電スタンドの整備促進

二酸化炭素を吸収する森林の育成・保全や都市緑化の推進

木材利用の推進

海藻草類の生育場所整備等、海の二酸化炭素吸収源の創出（ブルーカーボン）

森林や里山の維持・管理への市民参加機会の創出

森林資源が豊かな他自治体との連携

市民への情報提供の充実

環境教育・環境学習の充実

市民、事業者、行政が連携して取り組む仕組み

環境保全のために活動している市民団体等への支援

クールビズやウォームビズといった国民運動の推進

地球温暖化対策を取り入れたモデル地域の整備

生活機能を集約した効率的なまちづくりの推進（コンパクトシティ）

無回答

（回答数=1,023） 

（n=304） 

省エネルギーの取組 

再生可能エネルギーの 

創出・利用 

吸収・固定 

各分野共通 
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⑤ 地球温暖化の影響について 

 

地球温暖化への適応策として行政に特に期待することは、「自然災害分野（短時間強雨や大

雨・土砂災害への対策等）」（32.6％）が最も多く、次いで「健康分野（熱中症や感染症への対策

等）」（20.3％）、「農業分野（農作物の高温耐性品種の開発等）」（17.2％）でした。今後も、本市

における気候変動の影響を把握し、関係機関と協力・連携して気候変動への適応を進めてまい

ります。 

 

 

※ 地球温暖化対策は、温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」及び、地球温暖化による悪影響に対処する「適

応策」が重要となります。 

 

 

  

32.6%

20.3%

17.2%

7.0%

11.3%

6.7%

3.0%

0.4%

1.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

自然災害分野（短時間強雨や大雨・土砂災害への対策等）

健康分野（熱中症や感染症への対策等）

農業分野（農作物の高温耐性品種の開発等）

水産分野（魚種の変化への対策等）

水資源分野（水不足への対策等）

自然分野（生物多様性の保全、絶滅の危機がある動植物の保全対策等）

産業・観光分野（事業活動や観光産業に対する影響への対策等）

特に取り組む必要はない

無回答

あなたが地球温暖化への適応策※として行政に特に期待することは何ですか？（複数回答） 

（回答数=733） 

（n=304） 
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(２) 事業所意識調査（アンケート） 

地球温暖化対策に関する事業所の意識を調査するため、2023（令和５）年９月に、岸和田商

工会議所の会員であって、市内に所在する事業所のうち200事業所を対象に郵送、インターネ

ットにより意識調査（アンケート）を行い、75事業所から回答を得ました。 

調査結果の概要は、以下のとおりです。詳細な結果は、参考資料に示します。 

なお、「n」は回答された事業所の数を示します。また、複数回答可とした場合は、別途、回答

数を記載しています。 

 

① 地球温暖化への関心、意識 

 

「そう思う」（30.7％）、「まあそう思う」（38.7％）をあわせると全体の 69.3％※の人が地球

温暖化の進行は差し迫った問題と思っています。地球温暖化への関心、意識が高いことが伺え

ます。  ※ 四捨五入の関係で、合計値が整合しない場合があります。 

 

 

環境問題に関する知識や情報の入手先は、「テレビやラジオの番組」（24.6％）が最も多く、

次いで「新聞・雑誌・書籍」（23.4％）、「インターネット」（19.4％）でした。事業所では、テレビや

ラジオに加え、「新聞・雑誌・書籍」による情報発信が有効であることが伺えます。 

  

30.7%

38.7%

18.7%

5.3%

5.3%

1.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

そう思う

まあそう思う

あまり思わない

そうは思わない

わからない

無回答

23.4%

24.6%

7.4%

19.4%

2.3%

9.1%

4.6%

1.7%

5.7%

0.6%

0.0%

1.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

新聞・雑誌・書籍

テレビやラジオの番組

テレビやラジオのＣＭ

インターネット

本社、本部等

商工会議所

他の事業者（取引先等）、業界団体

研究会や講演会

市の広報紙やホームページ

市が行うイベント

その他

無回答

貴事業所にとって、地球温暖化の進行は差し迫った問題でしょうか？ 

貴事業所では環境問題に関する知識や情報を何から入手していますか？（複数回答） 

 

（n=75） 

（回答数=175） 

（n=75） 

 



 

37 

② 省エネ等の取組状況 

 

省エネルギーの取組の具体的な内容は、「照明区分の細分化管理」（18.2％）が最も多く、次いで

「水や紙の消費量低減」（16.1％）、「休憩時間などの消灯・減灯」（15.6％）でした。 

 

 

 

省エネルギーに取り組んでいる理由は、「コスト削減につながるため」（39.4％）が最も多く、次い

で「企業の社会的責任」（22.2％）でした。 

 

18.2%

15.6%

16.1%

15.1%

10.4%

10.4%

0.0%

1.6%

2.6%

3.6%

0.0%

2.1%

0.0%

0.0%

4.2%

0.0%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0% 20.0%

照明区分の細分化管理

休憩時間などの消灯・減灯

水や紙の消費量低減

空調機器のフィルターの清掃・交換等

事務室等の室温管理

空調区画の細分化管理

屋上緑化による空調負荷低減

定期的な取組状況の確認・評価・改善

エネルギー使用量等計測、記録

中間期の熱源停止や外気冷房

エネルギー管理体制整備

ポンプ等のインバータによる最適制御

燃焼設備の空気比調整

その他

取り組んでいない

無回答

39.4%

22.2%

2.0%

0.0%

2.0%

6.1%

1.0%

27.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

コスト削減につながるため

企業の社会的責任

独自の基準等による

取引先からの要請

イメージアップやビジネスチャンス

周辺住民との良好な関係維持

その他

無回答

貴事業所で実践している省エネルギーの取組は何ですか？（複数回答） 

 

貴事業所が省エネルギーに取り組んでいる理由は何でしょうか？（複数回答） 

（回答数=192） 
（n=75） 

 

（回答数=99） 
（n=75） 
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省エネルギーの取組を実践するうえでの障害は、「資金の不足」（22.8％）が最も多く、次い

で「ノウハウの不足」（22.1％）、「情報の不足」（21.3％）でした。省エネルギーの取組に関して、

情報提供や啓発を積極的に推進する必要があります。 

 
 

 

 

省エネ診断を「受診したことはない」事業所が 93.3％でした。 

 

 

 

 

  

22.8%

16.9%

4.4%

22.1%

21.3%

6.6%

1.5%

0.7%

3.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

資金の不足

手間や時間がかかる

事業所内での意思統一が難しい

ノウハウの不足

情報の不足

人材の不足

取引先や消費者の協力

その他

無回答

4.0%

1.3%

93.3%

1.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

受診したことがある

受診を検討中である

受診したことはない

無回答

貴事業所にとって、省エネルギーの取組を実践するうえで障害になることがありますか？（複

数回答） 

貴事業所では、省エネ診断を受診したことはありますか。 

（回答数=136） 

（n=75） 

 

（n=75） 
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「省エネ診断を知らない」（33.1％）が最も多く、次いで「依頼先がわからない」（16.2％）でした。

省エネ診断に関して、情報提供や啓発を積極的に推進する必要があります。 

 

 

 

「LED 照明」（59.1％）が最も多く、次いで「未導入」（18.3％）、「太陽光発電（屋根置き）」

（7.5％）でした。太陽光発電（屋根置き）、太陽光発電（野立て）を設置している事業者は、合計

８事業所でした。 

  

33.1%

16.2%

7.7%

6.9%

10.8%

6.2%

10.0%

2.3%

3.1%

3.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

省エネ診断を知らない

依頼先が分からない

診断費用

診断後の改修費用

必要と思わない

手間がかかる

時間がない

効果がない

その他

無回答

59.1%

4.3%

2.2%

2.2%

0.0%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0%

7.5%

1.1%

0.0%

1.1%

0.0%

18.3%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

LED照明

高効率のポンプ等

高性能の断熱材

         管理    （BEMS）

高効率の給排水設備

              

高効率の熱源設備等

太陽熱利用

地中熱利用

太陽光発電（屋根置き）

太陽光発電（野立て）

太陽光発電（営農型）

      ・廃棄物利用

その他

未導入

無回答

省エネ診断を受診するうえで障害になることまたは受診したことがない理由は何でしょう

か？（複数回答） 

貴事業所で導入している省エネ施設等は何でしょうか？（複数回答） 

（回答数=130） 

（n=75） 

 

（n=75） 

 （回答数=93） 
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太陽光発電の発電容量は、「10kW 超～20kW 以下」が 2 事業所、「３kW 以下」、「３kW 超

～５kW 以下」、「20kW 超～50kW 以下」、「50kW 超～100kW 以下」、「100kW 超～

300kW以下」はそれぞれ 1事業所でした。 

 

 

 

 

今後導入したい省エネ施設等は、「LED照明」（33.0％）が最も多く、次いで「導入する必要は

ない」（22.7％）、「高効率のポンプ等」（11.4％）、「太陽光発電（屋根置き）」（11.4％）でした。 

 

 

12.5%

12.5%

0.0%

25.0%

12.5%

12.5%

12.5%

0.0%

12.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

3kW以下

3kW超～5kW以下

5kW超～10kW以下

10kW超～20kW以下

20kW超～50kW以下

50kW超～100kW以下

100kW超～300kW以下

300kW超

無回答

33.0%

11.4%

2.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.4%

1.1%

11.4%

1.1%

0.0%

1.1%

3.4%

22.7%

9.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

LED照明

高効率のポンプ等

高性能の断熱材

         管理    （BEMS）

高効率の給排水設備

              

高効率の熱源設備等

太陽熱利用

地中熱利用

太陽光発電（屋根置き）

太陽光発電（野立て）

太陽光発電（営農型）

      ・廃棄物利用

その他

導入する必要はない

無回答

貴事業所で設置している太陽光発電の発電容量はいくらでしょうか？ 

貴事業所で今後導入したい省エネ施設等は何でしょうか？（複数回答） 

（n=8） 

 

（回答数=88） 

（n=75） 
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③ 自動車の使用状況について 

 

使用している自動車の車種は、「ガソリン自動車」（57.3％）が最も多く、次いで「ハイブリッド

自動車」（17.5％）でした。脱炭素化につながる電気自動車等の普及のための施策や啓発を積

極的に推進する必要があります。 

 

 

 

自動車を購入するとしたら、クリーンエネルギー自動車を「選択する」と回答した事業所は

50.7％でした。 

 

※ クリーンエネルギー自動車：電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車 

  

57.3%

11.7%

3.9%

17.5%

0.0%

1.0%

0.0%

0.0%

8.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

ガソリン自動車

ディーゼル自動車

クリーンディーゼル自動車

ハイブリッド自動車

プラグインハイブリッド自動車

電気自動車

燃料電池車

LPG、天然ガス車

無回答

50.7%

42.7%

6.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

選択する

選択しない

無回答

使用している自動車の車種は何ですか？（複数回答） 

貴事業所で自動車を購入する場合、クリーンエネルギー自動車※は選択しますか？ 

（回答数=103） 

（n=75） 

 

（n=75） 
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クリーンエネルギー自動車を選択しない理由は、「車両価格」（37.8％）が最も多く、次いで

「急速充電施設等の環境整備」（23.0％）でした。クリーンエネルギー自動車を選択してもらう

ためには、車両価格や急速充電施設等の環境整備に関する施策が必要なことが伺えます。 

 

 

④ 温暖化防止に向けた行政への要望 

 

地球温暖化防止の取組として行政に特に期待することは、「資金面での支援」（37.8％）が最も多

く、次いで「ノウハウの提供・技術的支援」（15.7％）、「情報の収集、提供」（12.6％）でした。 

資金面での支援や情報提供の取組が必要とされていることが伺えます。今後、関係機関と協力・

連携して積極的に取り組んでまいります。 

 

 

  

37.8%

23.0%

16.2%

17.6%

0.0%

4.1%

1.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

車両価格

急速充電施設等の環境整備

車両性能

車種の少なさ

デザイン

その他

無回答

37.8%

12.6%

2.4%

3.1%

15.7%

3.1%

7.9%

3.1%

0.0%

8.7%

5.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

資金面での支援

情報の収集、提供

ガイドラインの作成

人材の紹介や派遣

ノウハウの提供・技術的支援

相談窓口の設置

再エネ等の新エネルギーの導入促進

公共交通や徒歩・自転車の利用促進

その他

特に期待することはない

無回答

「選択しない」とお答えの事業所にお聞きします。クリーンエネルギー自動車を選択しない理由

は何ですか。（複数回答） 

貴事業所が地球温暖化防止の取組として行政に特に期待することは何ですか？（複数回答） 

（回答数=74） 

（n=32） 

 

（回答数=127） 

（n=75） 

 


